
大市総第０３０６号

令和８年８月２６日

大 村 市 議 会 議 長

大 村 市 議 会 議 員

大村市各行政委員会委員長 殿

大 村 市 監 査 委 員

各 報 道 機 関

大村市長 園 田 裕 史

市議会定例会の招集について（通知）

このことについて、別紙（写）のとおり告示したので通知します。



大村市告示第１５０号

大村市議会定例会を次のとおり招集する。

令和８年８月２６日

大村市長 園 田 裕 史

１ 招集日時 令和８年９月３日（木） 午前１０時

２ 招集場所 大村市議会議場



市議会定例会付議事件表

第８１号議案

第８２号議案

第８３号議案

第８４号議案

第８５号議案

第８６号議案

第８７号議案

第８８号議案

第８９号議案

第９０号議案

報告第１４号

報告第１５号

報告第１６号

第９１号議案

第９２号議案

第９３号議案

第９４号議案

第９５号議案

第９６号議案

第９７号議案

第９８号議案

第９９号議案

第１００号議案

大村市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定め

る条例及び大村市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関す

る基準を定める条例の一部を改正する条例……………………（ １ ）

大村市体育施設条例の一部を改正する条例……………………（ ３ ）

工事請負契約の締結について(古賀島スポーツ広場改修工事)（ ５ ）

公の施設の指定管理者の指定について（大村市総合福祉セン

ター）………………………………………………………………（ ６ ）

公の施設の指定管理者の指定について（大村市体育文化セン

ターほか計８施設）………………………………………………（ ７ ）

公の施設の指定管理者の指定について（大村市高良谷牧場）（ ８ ）

公の施設の指定管理者の指定について（東浦漁港）…………（ ９ ）

公の施設の指定管理者の指定について（松原漁港）…………（１０）

公の施設の指定管理者の指定について（大村市勤労者センタ

ー）…………………………………………………………………（１１）

市道路線の認定について…………………………………………（１２）

専決処分の報告について（損害賠償の額を定め和解すること

について）…………………………………………………………（１３）

専決処分の報告について（損害賠償の額を定めることについ

て）…………………………………………………………………（１５）

専決処分の報告について（損害賠償の額を定め和解すること

について）…………………………………………………………（１７）

専決処分の承認について（令和８年度大村市一般会計補正予算（第３

号））

専決処分の承認について（令和８年度大村市下水道事業会計補正予算

（第１号））

令和８年度大村市一般会計補正予算（第４号）

令和８年度大村市国民健康保険事業特別会計補正予算（第１号）

令和８年度大村市介護保険事業特別会計補正予算（第１号）

令和８年度大村市水道事業会計補正予算（第１号）

令和８年度大村市工業用水道事業会計補正予算（第１号）

令和８年度大村市下水道事業会計補正予算（第２号）

令和７年度大村市一般会計歳入歳出決算の認定について

令和７年度大村市モーターボート競走事業の利益剰余金処分の議決及



第１０１号議案

第１０２号議案

第１０３号議案

第１０４号議案

第１０５号議案

第１０６号議案

第１０７号議案

第１０８号議案

第１０９号議案

第１１０号議案

報告第１７号

報告第１８号

び決算の認定について

令和７年度大村市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算の認定につ

いて

令和７年度大村市後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出決算の認定に

ついて

令和７年度大村市介護保険事業特別会計歳入歳出決算の認定について

令和７年度大村市病院事業決算の認定について

令和７年度大村市工業団地整備事業特別会計歳入歳出決算の認定につ

いて

令和７年度大村市鬼橋坂口線周辺整備事業特別会計歳入歳出決算の認

定について

令和７年度大村市水道事業の利益剰余金処分の議決及び決算の認定に

ついて

令和７年度大村市工業用水道事業決算の認定について

令和７年度大村市下水道事業の利益剰余金処分の議決及び決算の認定

について

令和７年度大村市農業集落排水事業の利益剰余金処分の議決及び決算

の認定について

令和７年度大村市健全化判断比率及び資金不足比率の報告について

令和７年度大村市下水道事業会計継続費精算報告書について



第８１号議案

大村市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例及び大村市

乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正す

る条例

（大村市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正）

第１条 大村市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２

６年大村市条例第１７号）の一部を次のように改正する。

第１３条を次のように改める。

（児童対象性暴力等の防止）

第１３条 家庭的保育事業者等は、法第３４条の１６第４項において準用する法第

２１条の５の１８第４項の規定に基づき、児童対象性暴力等（学校設置者等及び

民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の防止等のための措置に関する法

律（令和６年法律第６９号）第２条第２項に規定する児童対象性暴力等をいう。

以下この条において同じ。）を防止し、及び児童対象性暴力等が行われた場合に

利用乳幼児を適切に保護するため、児童等対象業務従事者（利用乳幼児と接する

業務に従事する者のうち、支配性、継続性及び閉鎖性のある環境の下で当該利用

乳幼児に接するものをいう。）に係る犯罪事実確認（同法第４条第１項に規定す

る犯罪事実確認をいう。）その他の必要な措置を講じなければならない。

（大村市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正）

第２条 大村市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（令和

７年大村市条例第２４号）の一部を次のように改正する。

第１３条の次に次の１条を加える。

（児童対象性暴力等の防止）

第１３条の２ 乳児等通園支援事業者は、法第３４条の１６第４項において準用す

る法第２１条の５の１８第４項の規定に基づき、児童対象性暴力等（学校設置者

等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の防止等のための措置に関

する法律（令和６年法律第６９号）第２条第２項に規定する児童対象性暴力等を

いう。以下この条において同じ。）を防止し、及び児童対象性暴力等が行われた

（ 1 ）



場合に利用乳幼児を適切に保護するため、児童等対象業務従事者（利用乳幼児と

接する業務に従事する者のうち、支配性、継続性及び閉鎖性のある環境の下で当

該利用乳幼児に接するものをいう。）に係る犯罪事実確認（同法第４条第１項に

規定する犯罪事実確認をいう。）その他の必要な措置を講じなければならない。

附 則

この条例は、令和８年１２月２５日から施行する。

令和８年９月３日提出

大村市長 園 田 裕 史

（提案理由）

家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準（平成２６年厚生労働省令第６１号）

等の改正に伴い、児童対象性暴力等の防止に係る規定を追加するため、この条例案を

提出するものである。

（ 2 ）



第８２号議案

大村市体育施設条例の一部を改正する条例

大村市体育施設条例（平成１７年大村市条例第２５号）の一部を次のように改正す

る。

別表第２の６の表多目的広場の項中

フトボール競技向けの照明を」の次に「いい、「Ｃ照明」とは、フットサル競技向け

の照明を」を加え、同表備考２中「上記使用料」の次に「（施設使用料に限る。）」

を加える。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、公布の日から起算して５月を超えない範囲内において規則で定める

日から施行する。ただし、次項の規定は、公布の日から施行する。

（準備行為）

２ 改正後の大村市体育施設条例の規定による大村市総合運動公園の多目的広場の利

用の許可及び使用料の徴収については、この条例の施行の日前においても行うこと

ができる。

令和８年９月３日提出

大村市長 園 田 裕 史

」

「

を
夜間

照明

Ａ照明 １コート３０分につき６００円

Ｂ照明 １コート３０分につき９５０円

「

に改め、同表備考１中「ソ
夜間

照明

Ａ照明 １コート３０分につき６００円

Ｂ照明 １コート３０分につき９５０円

Ｃ照明 １コート３０分につき２００円
」

（ 3 ）



（提案理由）

大村市総合運動公園の多目的広場におけるフットサルコートの設置に伴い、フット

サル競技用の照明設備に係る使用料を定める等の改正を行うため、この条例案を提出

するものである。

（ 4 ）



第８３号議案

工事請負契約の締結について

次のとおり工事請負契約を締結する。

１ 工 事 名 古賀島スポーツ広場改修工事

２ 契約の方法 条件付き一般競争入札

３ 契 約 金 額 ３５７，５００，０００円

４ 契約の相手方 平山組・森工務店特定建設工事共同企業体

代表者 大村市東三城町８番地４

株式会社平山組

代表取締役 中村 人久

５ 竣 工 期 限 令和９年６月３０日

令和８年９月３日提出

大村市長 園 田 裕 史

（ 5 ）



第８４号議案

公の施設の指定管理者の指定について

次のとおり公の施設の指定管理者を指定するため、地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第２４４条の２第６項の規定により議会の議決を求める。

１ 公の施設の名称 大村市総合福祉センター

２ 指 定 管 理 者 大村市本町４５８番地２

社会福祉法人大村市社会福祉協議会

会長 有川 晃治

３ 指 定 の 期 間 令和９年４月１日から令和１４年３月３１日まで

令和８年９月３日提出

大村市長 園 田 裕 史

（ 6 ）



第８５号議案

公の施設の指定管理者の指定について

次のとおり公の施設の指定管理者を指定するため、地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第２４４条の２第６項の規定により議会の議決を求める。

１ 公の施設の名称 大村市体育文化センター

大村市陸上競技場

大村市野球場

大村市テニスコート

大村市補助グラウンド

大村市郡中学校運動場夜間照明施設

大村市森園運動広場

大村市古賀島スポーツ広場

２ 指 定 管 理 者 大村市幸町２５番地３３

一般財団法人大村市文化・スポーツ振興財団

理事長 酒井 辰郎

３ 指 定 の 期 間 令和９年４月１日から令和１４年３月３１日まで

令和８年９月３日提出

大村市長 園 田 裕 史

（ 7 ）



第８６号議案

公の施設の指定管理者の指定について

次のとおり公の施設の指定管理者を指定するため、地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第２４４条の２第６項の規定により議会の議決を求める。

１ 公の施設の名称 大村市高良谷牧場

２ 指 定 管 理 者 諫早市栗面町１７４番地１

長崎県央農業協同組合

代表理事組合長 里山 耕治

３ 指 定 の 期 間 令和９年４月１日から令和１４年３月３１日まで

令和８年９月３日提出

大村市長 園 田 裕 史

（ 8 ）



第８７号議案

公の施設の指定管理者の指定について

次のとおり公の施設の指定管理者を指定するため、地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第２４４条の２第６項の規定により議会の議決を求める。

１ 公の施設の名称 東浦漁港

２ 指 定 管 理 者 大村市久原一丁目１８２番地２

大村湾東部漁業協同組合

代表理事組合長 井﨑 木生

３ 指 定 の 期 間 令和９年４月１日から令和１４年３月３１日まで

令和８年９月３日提出

大村市長 園 田 裕 史

（ 9 ）



第８８号議案

公の施設の指定管理者の指定について

次のとおり公の施設の指定管理者を指定するため、地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第２４４条の２第６項の規定により議会の議決を求める。

１ 公の施設の名称 松原漁港

２ 指 定 管 理 者 大村市松原本町１７０番地１９

大村市漁業協同組合松原支部

支部長 西川 洋史

３ 指 定 の 期 間 令和９年４月１日から令和１４年３月３１日まで

令和８年９月３日提出

大村市長 園 田 裕 史

（ 10 ）



第８９号議案

公の施設の指定管理者の指定について

次のとおり公の施設の指定管理者を指定するため、地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第２４４条の２第６項の規定により議会の議決を求める。

１ 公の施設の名称 大村市勤労者センター

２ 指 定 管 理 者 大村市西三城町７番地９

公益社団法人大村市シルバー人材センター

理事長 朝長 悟

３ 指 定 の 期 間 令和９年４月１日から令和１４年３月３１日まで

令和８年９月３日提出

大村市長 園 田 裕 史

（ 11 ）



第９０号議案

市道路線の認定について

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第１項の規定により、市道路線を次の

とおり認定したいので、同条第２項の規定により議会の議決を求める。

令和８年９月３日提出

大村市長 園 田 裕 史

路 線 番 号 路 線 名 起 点 終 点 重要な経過地

１０１００ 今 富 町 １ 号 線 今 富 町 今 富 町

１０１０１ 福 重 小 学 校 前 線 福 重 町 福 重 町

２０２３２ 松 並 二 丁 目 １ ０ 号 線 松並二丁目 松並二丁目

２０２３３ 下 波 止 ４ 号 線 西 本 町 西 本 町

３０１５９ 鬼 橋 町 １ 号 線 鬼 橋 町 鬼 橋 町

３０１６０ 鬼 橋 町 小 路 口 町 線 鬼 橋 町 小 路 口 町

３０１６１ 鬼 橋 町 ２ 号 線 鬼 橋 町 鬼 橋 町

３０１６２ 小 路 口 本 町 ２ 号 線 小路口本町 小路口本町

３０１６３ 小 路 口 町 ２ 号 線 小 路 口 町 小 路 口 町

４０２７０ 上 諏 訪 町 １ ３ 号 線 上 諏 訪 町 上 諏 訪 町

（ 12 ）



報告第１４号

専決処分の報告について

大村公園内の樹木の枝による自動車損傷事故の被害者に対する損害賠償の額を定め

和解することについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の

規定により、別添のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により議会に報告す

る。

令和８年９月３日提出

大村市長 園 田 裕 史

（ 13 ）



専決第９号

専 決 処 分 書

大村公園内の樹木の枝による自動車損傷事故の被害者に対する損害賠償の額を定め

和解することについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項並

びに市長の専決処分事項に関する条例（昭和２８年大村市条例第６３号）本則第３号

及び第４号の規定により、次のとおり専決処分する。

令和８年７月７日

大村市長 園 田 裕 史

１ 損 害 賠 償 の 額 ２８７，８００円

２ 損害賠償の相手方 ○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○

（ 14 ）
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報告第１５号

専決処分の報告について

特殊簡易公衆電話料金の支払遅延による損害賠償の額を定めることについて、地方

自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、別添のとおり専

決処分したので、同条第２項の規定により議会に報告する。

令和８年９月３日提出

大村市長 園 田 裕 史

（ 15 ）



専決第１０号

専 決 処 分 書

特殊簡易公衆電話料金の支払遅延による損害賠償の額を定めることについて、地方

自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項及び市長の専決処分事項に関す

る条例（昭和２８年大村市条例第６３号）本則第３号の規定により、次のとおり専決

処分する。

令和８年７月２３日

大村市長 園 田 裕 史

１ 損 害 賠 償 の 額 ７円

２ 損害賠償の相手方 ＮＴＴ西日本株式会社

３ 事 案 の 経 緯 財政部職員は、相手方から送付された令和８年３月分の

特殊簡易公衆電話（ピンク電話）に係る料金（３，３６７

円）の請求書（支払期限：同年４月２７日）について、請

求書と認識しないまま、他の書類と合わせて保管していた。

相手方から、当該請求書の支払の催促を受けたため、執

務室内の書類を確認したところ、支払期限を徒過した当該

請求書を発見し、同年５月２６日に支払ったことにより、

遅延損害金７円が発生した。

（ 16 ）



報告第１６号

専決処分の報告について

農道上の自動車損傷事故による被害者に対する損害賠償の額を定め和解することに

ついて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、別

添のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により議会に報告する。

令和８年９月３日提出

大村市長 園 田 裕 史

（ 17 ）



専決第１３号

専 決 処 分 書

農道上の自動車損傷事故による被害者に対する損害賠償の額を定め和解することに

ついて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項並びに市長の専決

処分事項に関する条例（昭和２８年大村市条例第６３号）本則第３号及び第４号の規

定により、次のとおり専決処分する。

令和８年８月１８日

大村市長 園 田 裕 史

１ 損 害 賠 償 の 額 ５２，８８８円

２ 損害賠償の相手方 ○○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○

（ 18 ）

3675
ハイライト

3675
ハイライト


